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(57)【要約】
【課題】油中での放電処理によって被処理材の表面に硬
質皮膜を形成するにあたり、適度な硬さを有しかつ低コ
ストで厚い硬質皮膜を形成し得る方法を提供する。
【解決手段】電極として、Ｆeを４５質量％以上（１０
０％含む）含有し、Ｎｉ及びＣｒのうちのいずれか１種
又は２種を合計で５５質量％以下（０％を含む）含有し
、しかもＦe、Ｎｉ、Ｃｒのそれぞれの含有量について
Ｆe≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃｒの関係が成立し、残部が不可
避的不純物からなる鉄基材料を用い、油中において前記
電極と被処理材との間にパルス電圧を加えて、その間に
パルス放電を生起させ、これにより、前記鉄基材料に由
来する成分と前記油の分解により生じた炭素との反応に
よって、鉄炭化物を主体とする皮膜を被処理材の表面に
形成する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電極として、Ｆeを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｎｉ及びＣｒのうちのい
ずれか１種又は２種を合計で５５質量％以下（０％を含む）含有し、しかもＦe、Ｎｉ、
Ｃｒのそれぞれの含有量についてＦe≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃｒの関係が成立し、残部が不可
避的不純物からなる鉄基材料を用い、
　油中において前記電極と被処理材との間にパルス電圧を加えて、その間にパルス放電を
生起させ、これにより、前記鉄基材料に由来する成分と前記油の分解により生じた炭素と
の反応によって、鉄炭化物を含む皮膜を被処理材の表面に形成することを特徴とする放電
処理皮膜の形成方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の放電処理皮膜の形成方法において、
　前記電極と被処理材との間にパルス放電を生起させるにあたり、電極と被処理材との間
に加えるパルス電圧のパルス幅を、２５０～１００００μｓの範囲内とすることを特徴と
する放電処理皮膜の形成方法。
【請求項３】
　請求項１、請求項２のいずれかの請求項に記載の放電処理皮膜の形成方法において、
　前記パルス状放電によって形成される皮膜の硬さが平均でＨｖ６００～１３００である
ことを特徴とする放電処理皮膜の形成方法。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれかの請求項に記載の放電処理皮膜の形成方法において、
　前記パルス状放電によって形成される皮膜の厚みが、平均で２０～２００μｍの範囲内
であることを特徴とする放電処理皮膜の形成方法。
【請求項５】
　請求項１～請求項４のいずれかの請求項に記載の放電処理皮膜の形成方法において、
　前記電極の鉄基材料として、さらにＭｏ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ａｌのうちの１種又は２種以上
を合計で０．１～５．０質量％含有する材料を用いることを特徴とする放電処理皮膜の形
成方法。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱間圧延工場におけるホットランテーブルローラーなど、主として相手材と
擦れ合う部材を被処理材とし、その表面に硬質な皮膜を形成する技術に関するものであり
、とりわけ油中でのパルス放電によって被処理材の表面に硬質な皮膜を形成する方法に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば熱間圧延工場のホットランテーブルは、熱間仕上圧延機を出た熱延ストリップを
巻取機まで高速でフィードする設備であって、一般には熱延後の冷却帯を兼ねている。こ
のようなホットランテーブルは、多数のローラーを平行に配列した構成とされており、そ
のローラーには高速で走行する熱延ストリップが接触して擦れ合うことになる。そこでこ
の種のローラーには、耐摩耗性が良好であることが望まれる。一般にこの種のローラーと
しては、基材として鋼材が使用され、その鋼基材の表面に、耐摩耗性を向上させるための
処理、例えば１３％Ｃｒ鋼の肉盛処理やＮｉ基自溶合金の溶射及び再溶融処理などを施す
ことが行われている。
【０００３】
　ところで、耐摩耗性を向上させるための表面処理としては、従来から種々の処理方法が
知られているが、その一つとして、例えば特許文献１に示されているように、油中での高
電圧印加による放電を利用して、基材（表面処理対象の被処理材）表面に硬質な炭化物を
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主体とする皮膜（放電処理皮膜）を形成する方法が提案されている。
【０００４】
　すなわち特許文献１では、炭化物を作りやすいＷ、Ｔｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂからなる電極
を用い、Ｃを多く含有する加工液（代表的には油）の中で、電極と被処理材との間に放電
を生起させ、電極構成材料であるＷやＴｉ等の溶融金属を、加工液（油）の分解により生
じた炭素と反応させて炭化物（ＷＣ、ＴｉＣ等）を生成させ、その炭化物を被処理材の表
面に堆積させて、硬質皮膜を形成することが提案されている。
【０００５】
　なお、放電を利用して硬質皮膜を被処理材の表面に形成する点で、特許文献１の方法に
若干類似する表面処理方法が特許文献２で提案されている。
　すなわち特許文献２では、ＩＶａ族（Ｔｉ、Ｚｒ），Ｖａ族（Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ）または
ＶＩａ族（Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ）の高融点化合物（例えば炭化物、窒化物など）と、結合金属
としての鉄系金属とからなる混合粉末の成形体からなる電極を用い、液中で電極と被処理
材との間で放電させ、電極構成材料である炭化物、窒化物などの高融点化合物と鉄系金属
の結合金属とからなる皮膜を被処理材の表面に形成する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平９－１９８２９号公報
【特許文献２】特開２００１－１３８１４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１で提案されているように、炭素（Ｃ）を含む液中、例えば油中において、炭
化物を生成しやすいＷ、Ｔｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂからなる金属電極と被処理材との間に放電
を生起させれば、放電エネルギによって電極から溶融したＷ、Ｔｉ等の微小液滴と、油の
熱分解によって生じた炭素とが反応して、ＷＣ、ＴｉＣ等の炭化物が生成され、その炭化
物が被処理材表面に堆積され、最終的に被処理材の表面にこれらの炭化物からなる硬質な
皮膜が生成される。そしてこのような硬質皮膜によって被処理材表面に耐摩耗性を付与す
ることができる。
【０００８】
　しかしながら特許文献１に示されている技術では、次のようないくつかの問題がある。
　すなわち、特許文献１の技術では電極材としてＷ、Ｔｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂを用いており
、これらの電極構成材料が炭素と反応して生成される炭化物は、著しく硬質であり、被処
理材表面に形成される皮膜の硬さもＨｖ１５００～３０００程度と著しく高くなる。
　このように著しく硬質であることは、被処理材の耐摩耗性の顕著な向上には、確かに有
効である。しかしながら、前述のような鋼板の熱間圧延工場におけるホットランテーブル
のローラーに特許文献１の方法を適用した場合、ローラー表面に形成される皮膜が硬すぎ
るため、熱間仕上圧延機から巻取機に向けて高速でフィードされる熱延鋼板ストリップが
、ローラーと高速で接触した際に傷ついてしまうことがある。
【０００９】
　また特許文献１の方法で形成される硬質皮膜は、その厚みを厚くしようとしても、２０
μｍ程度以上の厚膜を形成することは困難であり、ホットランテーブルローラーのような
用途では皮膜が薄すぎて十分な耐摩耗性の持続性を確保することは、実際上は困難であっ
た。
【００１０】
　さらに、特許文献１の提案では、炭化物を作りやすいＷ、Ｔｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂを電極
材料として用いているが、これらの金属は、いずれも高価であり、そのため特許文献１の
技術を実際に適用しようとした場合、高コストとならざるを得ない。特に皮膜を厚肉に形
成しようとした場合や、ホットランテーブルローラーのように多数の被処理材に適用しよ
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うとした場合には、高価なこれらの金属を多量に消費するため、著しい高コスト化を招き
、実際的ではない。
【００１１】
　なお特許文献２に示される方法は、電極から溶融した溶融物と油中での炭素との反応に
より炭化物を生成して被処理材表面にその反応生成物を堆積させることを主眼としたもの
ではなく、電極材料自体に炭化物や窒化物を用いて、それを被処理材表面に堆積させるも
のであるから、本発明で前提としている技術とは基本的に異なる。
　このように電極材料自体に炭化物や窒化物を用いて、それを被処理材表面に堆積させる
方法では、電極から溶融した溶融物と油中での炭素との反応により炭化物を生成して被処
理材表面にその反応生成物を堆積させる方法と比較して、炭化物や窒化物を用いた電極材
料が、金属を用いた電極材料に比べて高融点であるため、電極の溶融量が少なく、反応生
成物の堆積速度が小さいなどの問題がある。
【００１２】
　本発明は以上の事情を背景としてなされたもので、油中での放電処理によって被処理材
の表面に硬質皮膜を形成するにあたり、適度な硬さを有しかつ低コストで厚い硬質皮膜を
形成し得る方法を提供することを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述の課題を解決するために本発明者等が種々実験・検討を重ねたところ、油中での放
電処理によって被処理材の表面に硬質皮膜を形成するにあたり、電極として、例えばオー
ステナイト系ステンレス鋼のような、比較的安価な鉄基材料を用いた場合でも、適度に高
い硬さを有している硬質皮膜を、厚く生成することができること、そしてこの場合、相手
材と擦れ合うような用途に適用しても、相手材を傷つけたり、摩耗させたりしてしまうお
それが少なくなることを知見した。言い換えれば、耐摩耗性を発揮し得る程度には高硬度
ではあるが、比較的軟質な相手材を傷つけてしまうような過剰な高硬度ではない、Ｈｖ６
００～１３００程度の適度な高硬度を有する皮膜を厚膜に形成し得ることを見い出した。
　一例としては、例えばホットランテーブルにおいて一般的に使用されている、１３％Ｃ
ｒ鋼を肉盛したローラー表面の硬さ（Ｈｖ３００程度）や、Ｎｉ基自溶合金を溶射及び再
溶融処理したローラー表面の硬さ（Ｈｖ３５０程度）と比べれば、Ｈｖ６００以上と格段
に高硬度が得られるため、耐摩耗性を向上させることが可能となり、同時に、Ｈｖ１３０
０以下であれば、相手材である熱延ストリップ鋼帯を傷つけるおそれも少なくなるのであ
る。
【００１４】
　したがって、本発明の基本的な態様（第１の態様）の放電処理皮膜の形成方法は、
　電極として、Ｆeを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｎｉ及びＣｒのうちのい
ずれか１種又は２種を合計で５５質量％以下（０％を含む）含有し、しかもＦe、Ｎｉ、
Ｃｒのそれぞれの含有量についてＦe≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃｒの関係が成立し、残部が不可
避的不純物からなる鉄基材料を用い、
　油中において前記電極と被処理材との間にパルス電圧を加えて、その間にパルス放電を
生起させ、これにより、前記鉄基材料に由来する成分と前記油の分解により生じた炭素と
の反応によって、鉄炭化物を含む皮膜を被処理材の表面に形成することを特徴とするもの
である。
【００１５】
　また本発明の第２の態様の放電処理皮膜の形成方法は、前記第１の態様において、
　前記電極と被処理材との間にパルス放電を生起させるにあたり、電極と被処理材との間
に加えるパルス電圧のパルス幅を、２５０～１００００μｓの範囲内とすることを特徴と
するものである。
【００１６】
　さらに本発明の第３の態様の放電処理皮膜の形成方法は、前記第１もしくは第２の態様
において、
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　前記放電によって形成される皮膜の硬さが平均でＨｖ６００～１３００であることを特
徴とするものである。
【００１７】
　また本発明の第４の態様の放電処理皮膜の形成方法は、前記第１～第３のいずれかの態
様において、
　前記放電によって形成される皮膜の厚みが、平均で２０～２００μｍの範囲内であるこ
とを特徴とするものである。
【００１８】
　さらに本発明の第５の態様の放電処理皮膜の形成方法は、前記第１～第４のいずれかの
態様において、
　前記電極の鉄基材料として、さらにＭｏ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ａｌのうちの１種又は２種以上
を合計で０．１～５．０質量％含有する材料を用いることを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、油中でのパルス放電による処理によって被処理材の表面に硬質皮膜を
形成するにあたり、適度な硬さを有しかつ厚い硬質皮膜を、低コストで容易に形成するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の方法を原理的に説明するための模式図である。
【図２】本発明の方法の実施形態として、パルス放電における放電電圧波形を示す模式図
である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下に、本発明の実施形態について、図面を参照して詳細に説明する。
【００２２】
　本発明法を実施している状況の一例を原理的に図１に示す。
　図１において、鋼材など導電性を有する被処理材１に対して、空間（隙間）２を置いて
電極３を対向させる。この電極３としては、本発明法では、後に詳細に説明するように、
鉄（Ｆｅ）を主体とする材料、すなわち鉄基材料を用いる。
　そして少なくとも被処理材１と電極３との対向空間（隙間）２が処理油４によって満た
されるように、例えば容器５内において処理油４中に浸漬させる。そしてパルス電源６に
よって、電極３と被処理材１との間にパルス電圧を印加し、対向空間２にパルス放電を生
起させる。なお本実施形態では、電極３が負極（－極）、被処理材１が正極（＋極）とな
るように電圧を印加することとしている。
【００２３】
　上記のようにして電極３と被処理材１との間にパルス電圧を印加してパルス放電を生起
させれば、その放電エネルギによって鉄基材料からなる電極３の表面が溶融し、同時に処
理油が分解して炭素（Ｃ）が生じる。そして電極の溶融物であるＦｅと上記の炭素が反応
して鉄の炭化物が生成され、また後述するように電極としてＣｒなどを含む鉄基材料を用
いている場合には、Ｃｒなどの炭化物が生成されることもある。
【００２４】
　このようにして生成された炭化物は、被処理材１の表面に堆積され、皮膜（放電処理皮
膜）７が生成される。なお炭化物とともに、炭化していないＦｅなどの金属成分の溶融物
も被処理材表面に付着するから、炭化物は、被処理材表面においてこれらの金属成分によ
って結合されて強固な皮膜を形成することになる。
【００２５】
　電極の構成材料としては、鉄（Ｆｅ）を主成分とする鉄基材料を用いる。すなわち、Ｆ
eを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｎｉ及びＣｒのうちのいずれか１種又は２
種を合計で５５質量％以下（０％を含む）含有し、しかもＦe、Ｎｉ、Ｃｒのそれぞれの
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含有量についてＦe≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃｒの関係が成立し、残部が不可避的不純物からな
る鉄基材料、あるいは上記のＮｉ、Ｃｒのいずれか一方又は双方のほか、さらに必要に応
じてＭｏ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ａｌのうちの１種又は２種以上を合計で０．１～５．０質量％含
有する鉄基材料を用いる。
　このように、鉄基材料を用いた場合でも、後述する実験例で示すように、油中でのパル
ス放電によって鉄炭化物を含むＨｖ６００以上の硬質な皮膜を２０μｍ以上の充分な厚み
で形成し得ることが判明している。
【００２６】
　ここで、Ｆeを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｎｉ及びＣｒのうちのいずれ
か１種又は２種を合計で５５質量％以下（０％を含む）含有し、Ｆe、Ｎｉ、Ｃｒのそれ
ぞれの含有量についてＦe≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃｒの関係が成立する鉄基材料としては、次
のようなものがある。
【００２７】
　すなわち、Ｆeを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｃｒ、Ｎｉの両者を合計で
５５％以下含有し、Ｆe、Ｎｉ、Ｃｒのそれぞれの含有量についてＦe≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃ
ｒの関係が成立する合金鋼として、例えばＳＵＳ３０４（１８Ｃｒ－８Ｎｉ鋼）やＳＵＳ
３１０（２５Ｃｒ－２０Ｎｉ鋼）で代表されるいわゆるオーステナイト系ステンレス鋼、
そのほか、ＳＮＣ６３１（２．７Ｎｉ－０．８Ｃｒ鋼）、ＳＮＣ４１５（２．２Ｎｉ－０
．３Ｃｒ鋼）で代表されるいわゆるニッケルクロム鋼などがある。
【００２８】
　またＮｉを実質的に含まず、Ｆeを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｃｒを５
５％以下含有し、Ｆe、Ｃｒの含有量についてＦｅ≧Ｃｒの関係が成立する合金鋼として
、例えばＳＵＳ４３０鋼（１８Ｃｒ鋼）やＳＵＳ４１０（１３Ｃｒ鋼）で代表されるいわ
ゆるフェライト系ステンレス鋼、そのほか、ＳＣｒ４４０（１.０Ｃｒ鋼）で代表される
いわゆるクロム鋼などがある。
【００２９】
　またＣｒを実質的に含まず、Ｆeを４５質量％以上（１００％含む）含有し、Ｎｉを５
５％以下含有し、Ｆe、Ｎｉの含有量についてＦe≧Ｎｉの関係が成立する合金鋼として、
例えばインバー合金（３６Ｎｉ鋼）、４２アロイ（４２Ｎｉ鋼）などがある。
【００３０】
　さらにＮｉ、Ｃｒを実質的に含有しない鉄基材料として、いわゆる普通鋼や純鉄がある
。
【００３１】
　そのほか、Ｎｉ、Ｃｒのいずれか一方又は双方のほか、さらにＭｏ、Ｎｂ、Ｔｉ、Ａｌ
のうちの１種又は２種以上を合計で０．１～５．０質量％含有する鉄基材料としては、た
とえばＭｏを含有する鋼として、ＳＵＳ３１６（１８Ｃｒ－１２Ｎｉ－２．５Ｍｏ鋼）、
ＳＵＳ３１７Ｊ１（１８Ｃｒ－１６Ｎｉ－５.０Ｍｏ鋼）、またＴｉを含有する鋼として
ＳＵＨ４０９（１１Ｃｒ－０．２Ｔｉ鋼）、Ｎｂを含有する鋼としてＳＵＳ３４７（１８
Ｃｒ－９Ｎｉ－０．５Ｎｂ鋼）、Ａｌを含有する鋼としてＳＵＳ６３１（１８Ｃｒ－７Ｎ
ｉ－１．０Ａｌ鋼）、Ｔｉ及びＡｌを含有する鋼としてＮＣＦ８００（３２．５Ｎｉ－２
１Ｃｒ－０．４Ｔｉ－０．４Ａｌ鋼）などがある。
【００３２】
　以上のような電極構成材料である鉄基材料において、Ｎｉ、Ｃｒのいずれか一方又は双
方を含む場合には、皮膜にＮｉもしくはＣｒを含むため、皮膜の耐食性が向上する効果が
得られる。なお、電極の鉄基材料にＣｒが含まれる場合、油中でのパルス放電によってＣ
ｒ炭化物も生成され、皮膜の硬さ向上に寄与するが、炭化物を形成しなかったＣｒは、炭
化物の結合金属として機能する。また電極の鉄基材料にＮｉが含まれる場合、Ｎｉは炭化
物を生成しにくいため、そのほとんどは炭化物とならずに皮膜中に取り込まれ、炭化物の
結合金属として機能する。
【００３３】
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　ここで、Ｆeを４５質量％以上とし、Ｎｉ及びＣｒのうちのいずれか１種又は２種を５
５質量％以下（０％を含む）に制限し、Ｆe、Ｎｉ、Ｃｒのそれぞれの含有量についてＦe
≧Ｎｉ及びＦｅ≧Ｃｒの関係が成立するという条件を満足しなければ、その分、Ｆｅ含有
量が少なくなって、油中パルス法での鉄炭化物の生成量が少なくなり、皮膜中の鉄炭化物
も少なくなり、適度の硬さ（Ｈｖ６００～１３００）を有する皮膜を形成することが困難
となる。また、Ｎｉ、ＣｒのうちでもＣｒ量が多ければ、Ｃｒ炭化物が多くなって、皮膜
硬さがＨｖ１３００を超える過度の高硬度となってしまうおそれがあり、そこで必要以上
にＣｒ含有量は高くしないことが望ましい。一方、Ｎｉ、ＣｒのうちＮｉ量が多くても、
Ｎｉ炭化物はほとんど生成されないが、上記のようにＦｅ炭化物の生成量の減少により、
Ｈｖ６００以上の硬度を確保しにくくなるから、Ｎｉ含有量も必要以上に高くしないこと
が望ましい。
【００３４】
　さらに、電極の鉄基材料として、Ｎｉ、Ｃｒのいずれか一方又は双方のほか、Ｍｏ、Ｔ
ｉ、Ｎｂ、Ａｌのうちの１種又は２種以上を含有する合金鋼を使用する場合、それらの合
計含有量が５．０質量％を超えれば、皮膜硬さがＨｖ１３００を超える過度の高硬度とな
るおそれがあるから、これらの合計含有量は５．０質量％以下に抑えることとする。
 なお、これらの選択元素のうちＭｏは、Ｍｏ炭化物の形成により皮膜を高硬度化させる
効果があり、Ｍｏを添加する場合のＭｏ量は、０．１～５．０質量％の範囲内とすること
が好ましい。
　またＴｉは、Ｔｉ炭化物の形成により皮膜を高硬度化させる効果があり、Ｔｉを添加す
る場合のＴｉ量は、０．１～１．０質量％の範囲内とすることが好ましい。
　またＮｂは、Ｎｂ炭化物の形成により皮膜を高硬度化させる効果があり、Ｎｂを添加す
る場合のＮｂ量は、０．１～１．０質量％の範囲内とすることが好ましい。
　さらにＡｌは、Ａｌを含む硬質な金属間化合物の形成により皮膜を高硬度化させる効果
があり、Ａｌを添加する場合のＡｌ量は、０．１～１．５質量％の範囲内とすることが好
ましい。
【００３５】
　なお電極の製造方法は特に限定されるものではなく、通常の溶解・鋳造法を適用して得
られた溶製材に、適宜成形加工や機械加工を施して製造してもよく、あるいは粉末冶金法
により粉末を焼結して製造してもよい。すなわち電極材は、いわゆるバルク材であっても
、焼結材料であってもよい。
【００３６】
　パルス放電は、油（処理油）中で行う。油は、種々の炭化水素からなるものであって、
その構成元素として炭素を多量に含んでいる。そのため、前述のようにパルス放電時のエ
ネルギによって炭化水素が分解することによって、油中で炭素が遊離され、その炭素が電
極材料の溶融物である鉄などと反応して、炭化物を生成するために寄与する。
　ここで、処理油としては、従来から放電加工に広く使用されている一般的な放電加工油
、例えば鉱油、ノルマルパラフィン、イソパラフィンなどの炭化水素油を主体とする油な
どを用いればよい。
【００３７】
　なお図１においては、処理油４を容器５内に充満させることによって、被処理材１と電
極３との対向空間（隙間）２が処理油４によって満たされるようにしているが、隙間２の
間隔Ｇは１５００μｍ以下の極く狭い空間であるから、その隙間２の一端側から処理油を
隙間２内に供給するようにしてもよい。
【００３８】
　パルス放電の電圧は、要は電極３と被処理材１との間の隙間２に放電が生起されるよう
に、隙間２の間隔Ｇに応じて定めれば良い。ここで、隙間２の間隔Ｇは、一般に５０～１
０００μｍ程度が好ましく、その場合、放電のための印加電圧は３０～３００Ｖ程度とす
ればよい。
【００３９】
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　パルス放電のためのパルス電圧波形を、図２に模式的に示す。
　パルス放電では、電極と被処理材との間に電圧を加えて放電が生じている期間（放電期
間；以下“パルス期間”と称する）Ｔｐと、電圧を加えずに放電が休止している期間（以
下“休止期間”と称する）Ｔｏとが交互に繰り返されることになる。
　ここで、休止期間Ｔｏを挟まない連続直流電圧印加でも放電を生起させることは可能で
あるが、パルス放電であれば、連続直流電圧印加の場合よりも、均一な膜厚の皮膜を安定
して生成することができ、また同時に皮膜の割れが生じにくくなって、健全な皮膜を生成
し得ることが確認されている。
　その理由は必ずしも明確ではないが、パルス放電によれば、休止期間を放電期間の間に
挟むことによって、休止期間中に、溶融状態で被処理材表面に付着した皮膜生成物質（主
として鉄炭化物）が平滑化されること、また被処理材の温度が過度に上昇することが回避
されて、基材の熱歪みによって皮膜に割れが生じることが回避されることが原因ではない
かと考えられる。
【００４０】
　ここで、パルス放電におけるパルス幅（パルス期間Ｔｐの幅）ＷＴｐは、２５０～１０
０００μｓの範囲内とすることが望ましい。これは、本発明者等が、パルス幅ＷＴｐが皮
膜厚に及ぼす影響を調べる実験を行った結果から新規に知見したことである。そこで次に
その知見のもととなった実験の概要を説明する。
【００４１】
　電極として鉄基材料を用いての油中パルス放電におけるパルス幅ＷＴｐが皮膜厚及び皮
膜硬度に及ぼす影響を、次のようにして調べた。
　すなわち、電極としてオーステナイト系ステンレス鋼であるＳＵＳ３１６の焼結体から
なる電極を用い、表１に示すパルス幅および休止時間の放電条件（パルス幅と休止期間と
の比率は、１で一定とした）で、４０分間の油中パルス放電により、被処理材である普通
鋼板（ＳＳ４００材、５０ｍｍ×５０ｍｍ×４．５ｍｍｔ）の表面に皮膜を形成させる実
験を行ない、生成された皮膜の厚み及び硬さを調べた。その結果を表１中に示す。なお表
１において、Ｎｏ．１の放電条件は、被処理材の表面をダル加工するために従来から適用
されている放電加工（すなわち被処理材表面に皮膜を生成することを目的としない放電加
工）で一般に適用されている条件の、正極（＋極）と負極（－極）を逆転した条件である
。
【００４２】
【表１】

【００４３】
　その結果、表１から明らかなようにパルス幅が大きくなるほど、皮膜の膜厚は増大し、
いずれの条件でも基材の硬度（Ｈｖ１４０程度）を大幅に上回るＨｖ７００程度の皮膜硬
度を示すことが確認された。
　なお、生成された皮膜についてＸ線回折により回折パターンを調べたところ、鉄の炭化
物であるＦｅ３Ｃを主体とし、さらにクロム（Ｃｒ）の炭化物であるＣｒ２３Ｃ６を含ん
でいることが確認された。またこれらの炭化物が、炭化されていないＦｅ、Ｃｒ、Ｎｉに
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よって結合されて、強固な膜となっていることが確認された。
【００４４】
　上述のように、パルス幅が大きいほど、皮膜の厚みが大きくなることが、確認されてい
る。ここで、パルス幅が２５０μｓ未満では、ホットランテーブルローラーなどとして充
分な耐摩耗性、耐久性を示すために望まれる厚み（望ましくは２０～２００μｍの厚み）
の皮膜を形成することが困難となる。一方１００００μｓを越えれば、皮膜に割れが発生
しすくなるおそれがある。そこでパルス幅は、２５０～１００００μｓの範囲内が好まし
く、特に５００～８０００μｓの範囲内がより望ましい。
【００４５】
　ここで、パルス放電における休止期間Ｔｏの長さＷＴｏは、皮膜の厚みおよび硬度にさ
ほど影響を与えないことが本発明者等の実験により確認されている。したがって休止期間
Ｔｏの長さＷＴｏは適宜設定すればよいが、通常は、パルス幅ＷＴｐと同様に２５０～１
００００μｓの範囲内とすれば良く、またパルス幅ＷＴｐと休止期間Ｔｏの長さＷＴｏと
の比（デューティ比）も特に限定されず、実験例と同様に、デューティ比＝１であってか
まわない。
【００４６】
　さらに、パルス放電開始から終了までのパルスが加わっている間の合計時間、すなわち
合計通電時間は特に限定しないが、２０μｍ以上の膜厚を得るためには、通常は１分以上
が好ましい。また３０分を超えて長時間化しても、それ以上は膜厚の増大は少ないから、
通常は３０分以下とすることが好ましい。
【００４７】
　なお、パルス放電におけるピーク電流は、被膜厚、皮膜硬度に大きな影響を与えないこ
とが確認されているが、通常は２～３０Ａ程度とすることが好ましい。
【００４８】
　最終的に得る皮膜の厚みは、２０～２００μｍの範囲内であることが望ましい。皮膜の
厚みが２０μｍ未満では、熱間圧延工場のホットランテーブルのローラー等の用途におい
て皮膜の十分な耐摩耗性の持続性を得ることが困難となるおそれがある。一方皮膜の厚み
が２００μｍを越えるような厚膜をパルス放電による皮膜形成処理によって得ようとすれ
ば、皮膜に割れが発生しやすくなる。そこで皮膜の厚みは、２０～２００μｍの範囲内と
することが好ましい。なお前述のように、パルス放電による皮膜形成処理では、被膜厚は
パルス幅に依存するから、パルス幅を制御することによって、被膜厚を上記の範囲内とな
るように調整することができる。
【００４９】
　また最終的に得る皮膜の硬さは、Ｈｖ６００～１３００の範囲内であることが好ましい
。
　皮膜の硬さがＨｖ６００未満では、ホットランテーブルのローラー等の用途において、
耐摩耗性を向上させる効果が充分に得られない。一方皮膜の硬さがＨｖ１３００を越えれ
ば、ホットランテーブルのローラー等の用途において相手材（例えば熱延ストリップ等の
製品）を傷つけることがある。したがって、最終的に得る皮膜の硬さは、Ｈｖ６００～１
３００の範囲内とすることが好ましい。なお本発明法では、炭化物として主として鉄炭化
物を生成させることとしており、このような鉄炭化物は、特許文献１の場合のようなＴｉ
ＣやＷＣよりも硬度は低く、そのため本発明法で形成した皮膜の硬さも、ＴｉＣやＷＣを
主体とする炭化物で形成した皮膜よりも低いＨｖ１３００以下とすることができるため、
相手材を傷つけるおそれを少なくすることができるのである。またこのようにＴｉＣやＷ
Ｃを主体とする炭化物で形成した皮膜よりも低い硬さであっても、Ｈｖ６００以上であれ
ば、実用上十分な皮膜耐久性を確保することができるのである。
【００５０】
　本発明の皮膜形成方法が適用される対象となる部材（被処理材）は、特に限定されるも
のではなく、ホットランテーブルのローラーのほか、例えば加熱炉と熱間圧延機の間、２
基の熱間圧延機の間などの搬送用テーブルローラー、ダウンコイラーのピンチロールやラ
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することができる。ここで、本発明の皮膜形成方法は、特に相手材が鋼材（普通鋼のほか
、ステンレス鋼、Ｃｒ鋼、Ｃｒ－Ｍｏ鋼等の合金鋼を含む）であって、高速で走行もしく
は回転する部材である場合に好適に適用することができる。また、被処理材の形状も特に
限定されるものではなく、円筒状もしくは円柱状の部材、あるいは板状の部材など、適宜
の形状の部材に適用することができる。
【実施例】
【００５１】
　本発明の作用・効果を検証するため、以下の実施例に示す実験を行った。
【００５２】
〔実施例１〕
　表２中に示す各種の鉄基材料からなる電極を用い、普通鋼板（ＳＳ４００材）からなる
板状の被処理材（寸法は５０ｍｍ×５０ｍｍ×４．５ｍｍ）の板面に、電極を負極、被処
理材を正極として、表２に示すパルス幅、休止時間、ピーク電流の放電条件（パルス幅Ｗ
Ｔｐと休止期間ＷＴｏとの比率は１）で、４０分間の油中でのパルス放電を行って、被処
理材の表面に皮膜を形成した。そして各皮膜の平均膜厚、平均硬さを調べ、さらに皮膜の
割れ発生の有無を調べた。なお、電極と被処理材との間の隙間の間隔は、いずれの場合も
４００μｍとし、パルス放電の電圧は８０Ｖとした。また処理油としては、一般的な放電
加工用の油であるパラフィン系炭化水素油を用いた。皮膜硬さはビッカース硬さ計を用い
て、皮膜と基材の鋼板との界面から１０μｍだけ皮膜表面側の位置において、均一間隔で
５点測定し、その平均を皮膜硬さとした。
　その結果を表２中に示す。
【００５３】
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【表２】

【００５４】
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　表２から明らかなようにパルス幅が大きくなるほど皮膜の膜厚は増大し、パルス幅が２
５０～１００００μｓの範囲内では、膜厚が２０～２００μｍの範囲内で、硬さがＨｖ６
００～１３００の範囲内の、割れの無い健全な皮膜が得られることが確認された。また、
表２に示す結果から、パルス放電条件のうち、ピーク電流値、および休止期間は、皮膜の
膜厚、硬さに実質的に影響を与えないことが確認された。
【００５５】
〔実施例２〕
　さらに、実機のホットランテーブルローラーについて、本発明法を適用した場合の効果
を確認するため、次のような実験を行った。
　すなわち、径が３００ｍｍで軸長が２０００ｍｍの、機械構造用炭素鋼鋼管（ＳＴＫＭ
１３Ａ）からなるホットランテーブルローラー基材の外周面に、表２の例３の条件で放電
表面処理を施して皮膜を形成させた。そのローラーを、実際の熱延工場にてホットランテ
ーブルローラーとして１年間使用した。
　そして従来のホットランテーブルローラーである１３％Ｃｒ鋼肉盛ローラー及びＮｉ基
自溶合金溶射ローラーと、本実施例２によるローラーの消耗径とを比較した。その結果、
本発明のホットランテーブルローラーの消耗量はφ０．０８ｍｍであり、従来の１３％Ｃ
ｒ系肉盛ローラーの消耗量であるφ１．３９ｍｍやＮｉ基自溶合金溶射ローラーの消耗量
であるφ０．２７ｍｍと比較して著しく小さく、耐摩耗性が優れていることが確認された
。なお上記の１年間の使用期間中、相手材である熱延ストリップを傷つける事故は、全く
発生しなかった。
【００５６】
　以上、本発明の好ましい実施形態および実施例について説明したが、これらの実施形態
、実施例は、あくまで本発明の要旨の範囲内の一つの例に過ぎず、本発明の要旨から逸脱
しない範囲内で、構成の付加、省略、置換、およびその他の変更が可能である。すなわち
本発明は、前述した説明によって限定されることはなく、添付の特許請求の範囲によって
のみ限定され、その範囲内で適宜変更可能であることはもちろんである。
【符号の説明】
【００５７】
１　　　被処理材
２　　　対向空間（隙間）
３　　　電極
４　　　処理油
６　　　パルス電源
７　　　皮膜（放電処理皮膜）
ＷＴｐ　　パルス幅
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